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１．はじめに

国土交通省の調査・設計等業務では、価格点と技

術点の加算で落札者を決定する総合評価落札方式を

2008年度に本格導入しており、国総研は、入札・契

約状況のモニタリングなどにより、業務の品質確保

に係る課題分析や改善案の検討を進めている。同方

式の導入から10年が経過し、技術点差の縮小傾向等

が指摘されているため、本稿では、品質を重視する

入札契約制度を目指す観点から、実質的に価格で落

札者が決まる傾向が嵩じていないかを、総合評価点

の内訳に着目して分析した結果を報告する。

２．総合評価点の得点差とその内訳の比較分類

総合評価点1位と2位の得点差の平均は経年的に縮

小傾向にあるものの、価格・技術のいずれの得点差

も縮小傾向にあり、その内訳の技術と価格のバラン

スに大きな変動は生じていない（図－1）。

総合評価点1位と2位の者のそれぞれの価格点、技

術点の差の大小関係を個別業務毎に分類すると、

2016年度の業務では、技術点差が価格点差を上回っ

た業務は75.3%（図－2上の④＋⑤＋⑥の合計）、技

術点差で価格点差を逆転した業務は37.0%（同⑥）と

なった。

上述の落札決定要因の分類の経年変化（図－2下）

をみると、約4分の3の業務で技術点差が価格点差を

上回っており、この割合の経年的な増減傾向は生じ

ていないことが分かる。また、技術点差で価格点差

を逆転した業務は漸減傾向にあるものの3分の1を超

える水準となっており、現状では、技術優位の落札

傾向に変わりはないと解することができる。

３．今後の研究

上述の分析で、技術優位の落札傾向とその程度を

確認した。今後も安定した制度運用に資するため、

モニタリングを継続するとともに、調査・設計等分

野の担い手の確保・育成策など、当分野を取り巻く

諸課題に対応するための研究を進めて参りたい。

☞詳細情報はこちら

1) 国総研 社会資本マネジメント研究室

http://www.nilim.go.jp/lab/peg/theme03.html
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図－1 総合評価点1位と2位の得点差の平均値と内訳
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図－2 総合評価点1位と2位の価格点差・技術点差の比較分類
2016年度(上)、2010～2016年度の経年変化(下)
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１．はじめに 

港湾分野では、生産性向上に向け、ICT浚渫工の基

準類の改定や提出書類の効率化等を検討している。 

また、本年度より、桟橋を対象としたCIMのモデル

業務が開始され、CIM導入ガイドラインの素案作成等、

今後のCIM活用に向けた検討を実施している。 

２．ICT浚渫工等の生産性向上に関する検討 

 ICT浚渫工では、複数の音響ビームを海底面に照射

し、面的に海底を計測することができるマルチビー

ム測深を行っている。 従来の測深方法に比べ精度は

格段に向上したが、作業時間の増加等の問題が生じ

ている。そこで、ICT浚渫工における作業の効率化に

向け、マルチビーム測深による取得点密度の適正化

について検討した。取得する点群数を一定数減らし

ても、土量計算結果への影響が微小であることから、

最も厳しい未取得点格子連続不可の条件を削除する

代替として取得点達成率を上げる深浅測量マニュア

ル等の基準類の緩和の提案をした（図-1）。

図-1 改定案 

また、ICT浚渫工と水路測量では、類似する提出書

類が多くあり、書類作成において非効率な状況が生

じている。そこで、各書類の統一・省略の可能性を

整理し、全国で統一した書類が提出されるよう、提

出書類をリスト化し周知することを検討している。 

一方、浮泥堆積域における音響測深においては、

水深を実際の海底面より浅く捉える問題点が従来か

ら生じている。そこで、浮泥堆積域での現地試験を

実施するとともに、学識経験者を交えた検討会を設

置し、効率的な測深手法を検討している。 

３．港湾分野におけるCIM活用に向けた検討 

CIM活用を促進するにあたり、桟橋CIMのモデル業

務等を踏まえ、CIMの導入目的、モデルの定義、詳細

度等の例示を掲載したCIM導入ガイドライン（港湾編）

の素案を作成した。 

また、関係者に設計、施工、維持管理の各段階

でのCIMの活用状況、ニーズ等の把握のためのアンケ

ートを実施するとともに、桟橋に続く港湾施設とし

て、防波堤、岸壁（矢板式）等のCIMモデルを作図し

た（図-2,図-3）。さらに、施設毎の詳細度等につい

て検討し、検討結果を基にモデル作成時の参考とな

る指標の素案を作成した。 

図-2 作成したCIMモデル（防波堤） 

図-3 作成したCIMモデル（岸壁（矢板式）） 

４．おわりに 

今後、港湾分野における生産性をさらに向上させ

るため、引き続きICT浚渫工等の生産性向上に関する

検討やCIM活用に向けた検討を進める予定である。 
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【現 行】
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